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平成 29 年 3 月 23 日 

各  位 

会 社 名 イ メ ー ジ 情 報 開 発 株 式 会 社 

代 表 者 名 代 表 取 締 役 社 長  代 永  衛 

（コード番号 3803） 

問 合 せ 先 常務取締役経営管理室長  佐藤 將夫 

（TEL：03-5217-7811） 

 

会社分割による持株会社体制への移行、商号変更及び定款一部変更のお知らせ 

 

当社は、本日開催の取締役会において、平成29年10月２日（予定）を効力発生日とする持株

会社体制へ移行するべく下記のとおり会社分割（新設分割）（以下「本新設分割」という）を

実施し、同日付けで商号を「イメージ情報開発ホールディングス（仮称）」に変更するととも

に、事業目的を持株会社体制に合致したものに変更する旨、決議いたしましたのでお知らせい

たします。 

なお、持株会社体制への移行につきましては、平成29年６月28日に開催予定の当社定時株主

総会において承認可決されることを条件に実施する予定です。 

また、本新設分割は当社単独の新設分割であるため、開示事項及び内容を一部省略して開示

しております。 

 

記 

 

Ⅰ．会社分割による持株会社体制への移行 

 

１.持株会社体制への移行の目的 

  当社は従来、事業会社として経営理念であります「ＩＴの応用による独創的サービスを創

造し、変革を目指す企業の発展に寄与する」ことを行うため、システム構築・設計事業を主

要事業に、保守・運用事業、業務受託事業の発展に努めてまいりました。 

近年、その延長線上の事業としてアライアンス企業の経営コンサルティング事業にも取り

組んでおります。 

このように、当社グループが多岐にわたる事業多角化に取り組むなかで、持株会社への移

行により機動的な事業再編や柔軟性の確保、グループガバナンスの強化ならびに各事業の責

任と権限を明確にすることにより、当社グループ全体の企業価値の最大化を目指します。 

 

２.持株会社体制への移行の要旨 

 （1）本新設分割の日程 
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新設分割計画承認取締役会 平成29年３月23日 

本新設分割計画承認株主総会 平成29年６月28日（予定） 

本新設分割の効力発生日 平成29年10月２日（予定） 

 

（2）本新設分割の方式 

  当社を分割会社とし、本新設分割により設立される新設会社を承継会社とします。 

 

（3）本新設分割に係る割当の内容 

  新設会社は普通株式600株を発行し、その全部を当社に割り当てます。 

 

（4）当該組織改編に伴う新株予約権及び新株予約権付社債に関する取扱い 

  該当する事項はありません。 

 

（5）本新設会社による増減する資本金 

  本新設分割に伴う当社の資本金の増減はありません。 

 

（6）承継会社が承継する権利義務 

  新設会社は、分割事業に関する権利義務のうち、本新設分割計画において定めるものを当

社から承継します。なお、債務の承継については、重畳的債務引受の方法によるものとしま

す。 

 

（7）債務履行の見込み 

  当社および新設会社においては、本新設分割後も資産の額が負債の額を上回ることが見込

まれること、ならびに事業活動においても負担する債務の履行に支障を及ぼす事態の発生は

現在のところ予想されていないことから、債務履行の見込みに問題はないと判断しておりま

す。 

 

３.分割当事会社の概要 

 （1）分割会社（平成28年９月30日現在） 

（１） 商       号 イメージ情報開発株式会社 

（平成29年10月２日付でイメージ情報開発ホールディング

ス株式会社に商号変更予定） 

（２） 所 在 地 東京都千代田区猿楽町二丁目４番11号 

（３） 代表者の役職・氏名 代表取締役社長 代永 衛 

（４） 事 業 内 容 ビジネス戦略の立案・コンサルティング 

および情報システムの設計・開発・保守等 

（５） 資 本 金 467,050千円 

（６） 設 立 年 月 日 昭和50年10月16日 

（７） 発 行 済 株 式 数 1,780,000株 

（８） 決 算 期 ３月31日 

（９） 大株主及び持株比率 株式会社イメージ企画   34.38％ 
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株式会社ＮＢＩ      15.17％ 

代永 衛         13.48％ 

イメージ情報開発株式会社  6.38％ 

奥平 健一         2.25％ 

第一生命保険株式会社    2.25％ 

代永 英子                 2.03％ 

岡田 秀一                 1.83％ 

中根 近雄                 1.63％ 

山成 勝之                 1.23％ 

 

（2）新設会社（平成29年10月２日設立予定） 

（１） 名 称 イメージ情報開発株式会社 

（２） 所 在 地 東京都千代田区猿楽町二丁目４番11号 

（３） 代表者の役職・氏名 代表取締役社長 片柳 依久 

（４） 事 業 内 容 ビジネス戦略の立案・コンサルティング 

および情報システムの設計・開発・保守等 

（５） 資 本 金 30,000千円 

（６） 設 立 年 月 日 平成29年10月２日（予定） 

（７） 発 行 済 株 式 数 600株 

（８） 決 算 期 ３月31日 

（９） 大株主及び持株比率 イメージ情報開発ホールディングス株式会社 100％ 

 

（分割会社の最近決算期の業績） 

決算期 平成26年３月期 平成27年３月期 平成28年３月期 

純資産（千円） 634,572 597,766 626,964 

総資産（千円） 891,032 858,603 943,064 

１株当たり純資産（円） 380.80 358.72 376.25 

売上高（千円） 665,433 609,350 1,090,196 

営業利益（千円） 58,768 △43,457 83,762 

経常利益（千円） 67,353 △49,906 73,728 

当期純利益（千円） 34,434 △30,165 29,553 

１株当たり当期純利益（円） 20.66 △18.10 17.74 

 

４.分割する業務部門の概要 

 （1）分割する部門の事業内容 

   ビジネス戦略の立案・コンサルティングおよび情報システムの設計・開発・保守事業等 

 

 （2）分割する部門の経営成績（平成28年３月期） 

 分割する事業部(a) 分割会社の実績(b) 比率(a/b) 

売上高（千円） 1,030,163 1,090,196 94.5％ 

（注）当社は、分割する事業部のみに関する売上高以外の経営成績を算出していないため、売

上高のみ記載しております。 
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 （3）承継する資産、負債の項目および金額 

   分割する事業部に属する資産、負債を新設分割会社に承継いたします。なお、金額につ

いては、現時点では確定できておりません。確定次第お知らせいたします。 

 

５.分割後の状況 

 分割会社 新設会社 

（1）商号 イメージ情報開発ホールディ

ングス株式会社（仮称） 

イメージ情報開発株式会社 

（2）所在地 東京都千代田区猿楽町二丁目

４番11号 

東京都千代田区猿楽町二丁目

４番11号 

（3）代表者の役職・氏名 代表取締役社長 代永 衛 代表取締役社長 片柳 依久 

（4）事業内容 グループ会社の経営管理等 ビジネス戦略の立案・コンサル

ティングおよび情報システム

の設計・開発・保守等 

（5）資本金 467,050千円 30,000千円 

（6）決算期 ３月31日 ３月31日 

 

６.今後の見通し 

  本新設分割により事業を承継する新設会社は、当社の100％子会社であるため連結業績に

直接的な影響はありません。また、本新設分割以降の当社単体の業績につきましては、主と

してグループ会社からの経営指導料収入、配当収入等により持株会社の運用経費等を賄う収

益構造となる予定であります。 

 

Ⅱ．商号の変更について 

（1）変更の理由 

持株会社への移行に伴い変更するものであります。 

 

（2）新商号（英文表記） 

イメージ情報開発ホールディングス株式会社（英文：Image Information Holdings Inc.） 

 

（3）変更予定日 

平成29 年10月２日（予定） 

 

Ⅲ．定款の一部変更について 

１．変更の理由 

（1）当社は平成29年10月２日をもって持株会社に移行する予定であります。これに伴い、商

号及び目的を変更するため、現行の定款の第１条（商号）及び第２条（目的）について、

所要の変更及び一部の追加並びに附則の追加を行います。 
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（2）法令に定める取締役及び監査役の員数を欠くこととなる場合に備え、補欠取締役及び補

欠監査役の規定を第19条第４項及び第31条第３項として追加するものです。 

 

（3）平成27年５月１日に施行された「会社法の一部を改正する法律」（平成26年法律第90条）

において責任限定契約を締結できる会社役員の範囲が変更になりました。「当該法律改正」

により新たに責任限定契約を締結できる業務執行を行わない取締役及び全ての監査役が、

その期待される役割を十分発揮できるよう、定款第28条第２項及び第38条第２項の規定の

一部を変更するものであります。なお、定款第28条第２項の変更につきましては、監査役

全員の同意を得ております。 

 

（4）当会社は、監査役の員数は４名以内としていましたが、コーポレート・ガバナンス体制

の強化を目的に、10名以内に変更いたします。 

 

２．変更の内容 

変更の内容は次のとおりであります。 

（下線は変更部分を示します。） 

現行定款（抜粋） 変更案 

（商 号） 

第１条 当会社は、イメージ情報開発株式会社

と称し、英文では、Image Information Inc. 

と表示する。 

 

 

（目 的） 

第２条 当会社は、次の事業を営むことを目的

とする。 

 

 

 

 

１． ビジネス戦略の立案・コンサルティング

および情報システムの設計・開発・保守 

２． 情報処理の受託・運営代行および附帯す

るファイナンスサービス 

３． 情報システムおよび関連する機器材の輸

入・販売・保守 

４． 情報処理機器および部品の製造・販売 

５． 電気工事および電気通信工事業 

６． 情報関連の出版・通信サービスおよび教

育・セミナーの開催 

７． 生命保険の募集に関する業務および損害

（商 号） 

第１条 当会社は、イメージ情報開発ホールデ

ィングス株式会社と称し、英文では、Image 

Information Holdings Inc. 

と表示する。 

 

（目 的） 

第２条 当会社は、次の事業を営むこと並びに

次の事業を行う会社、組合その他これに準

ずる法人等の株式又は持分を所有すること

により、当該会社等の事業活動を支配又は

管理することを目的とする。 

 

１．～１２． ＜現行どおり＞ 
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保険の代理店業務 

８． 労働者派遣事業 

９． 知的所有権（特許権、実用新案権等）の

使用、利用許諾、売買、賃貸借、維持およ

び管理ならびにそれらを通じた事業の企

画・立案 

１０． 動産賃貸 

１１． 不動産賃貸 

１２． 前各号に附帯する一切の業務 

 

第３条～第１８条 ＜条文省略＞ 

 

 

第１９条 取締役は、株主総会において選任す

る。 

２．取締役の選任決議は、議決権を行使する

ことができる株主の議決権の３分の１以上

を有する株主が出席し、その議決権の過半

数をもって行う。 

３．取締役の選任決議は、累積投票によらな

いものとする。 

 

 

 

 

第２０条～第２７条 ＜条文省略＞ 

 

（取締役の責任免除） 

第２８条 当会社は、取締役（取締役であった

者を含む。）の会社法第423 条第１項の責任

につき、善意でかつ重大な過失がない場合

は、取締役会の決議によって、法令の定め

る限度額の範囲内で、その責任を免除する

ことができる。 

２． 当会社は、社外取締役との間で、当該社

外取締役の会社法第423 条第１項の責任に

つき、善意でかつ重大な過失がないときは、

法令が定める額を限度として責任を負担す

る契約を締結することができる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第１９条 ＜第１項～第３項は現行どおり＞ 

 

 

 

 

 

 

４．当会社は、会社法第329条第３項の規定に

基づき、法令に定める取締役の員数を欠く

こととなる場合に備え、株主総会において

補欠取締役を選任することができる。 

 

第２０条～第２７条 ＜現行どおり＞ 

 

（取締役の責任免除） 

第２８条 ＜第１項は現行どおり＞ 

 

 

 

 

 

２．当会社は、取締役（業務執行取締役等で

ある者を除く。）との間で、会社法第423 条

第１項の責任につき、会社法427条第１項に

基づき善意でかつ重大な過失がないとき

は、法令が定める額を限度として責任を負

担する契約を締結することができる。 
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第２９条  ＜条文省略＞ 

 

（員 数） 

第３０条 当会社の監査役は、４名以内とす

る。 

 

第３１条 監査役は、株主総会において選任す

る。 

２．監査役の選任決議は、議決権を行使する

ことができる株主の議決権の３分の１以上

を有する株主が出席し、その議決権の過半

数をもって行う。 

 

  

 

 

 

第３２条～第３７条  ＜条文省略＞ 

 

（監査役の責任免除） 

第３８条 当会社は、監査役（監査役であった

者を含む。）の会社法第423 条第１項の責任

につき、善意でかつ重大な過失がない場合

は、取締役会の決議によって、法令の定め

る限度額の範囲内で、その責任を免除する

ことができる。 

２． 当会社は、社外監査役との間で、当該社

外監査役の会社法第423条第１項の責任に

つき、善意でかつ重大な過失がないときは、

法令が定める額を限度として責任を負担す

る契約を締結することができる。 

 

第３９条～第４３条  ＜条文省略＞ 

  

第２９条 ＜現行どおり＞ 

 

（員 数） 

第３０条 当会社の監査役は、１０名以内とす

る。 

 

第３１条 ＜第１項、第２項は現行どおり＞ 

 

 

 

 

 

３．当会社は、会社法第329条第３項の規定に

基づき、法令に定める監査役の員数を欠く

こととなる場合に備え、株主総会において

補欠取締役を選任することができる。 

 

第３２条～第３７条 ＜現行どおり＞ 

 

（監査役の責任免除） 

第３８条 ＜第１項は現行どおり＞ 

 

 

 

 

 

２． 当会社は、監査役との間で、会社法第423

条第１項の責任につき、会社法427条第１項

に基づき善意でかつ重大な過失がないとき

は、法令が定める額を限度として責任を負

担する契約を締結することができる。 

 

第３９条 ～第４３条 ＜現行どおり＞ 

 

附 則 

 

第１条 第１条（商号）及び第２条（目的）

の変更については、平成29年6月28日開催予

定の定時株主総会に付議される新設分割計

画の承認の件が原案どおり承認可決される

こと及び上記新設分割計画に基づく新設分
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割の効力が発生することを条件として、当

該新設分割の効力発生日に効力が発生する

ものとする。 

 

第２条 附則第１条及び本条は、前条に係る

定款変更の効力発生後に削除する。 

 

 

３．定款変更の日程 

定款一部変更の承認取締役会 平成29年３月23日 

定款一部変更の承認株主総会 平成29年６月28日（予定） 

定款一部変更の効力発生日 平成29年10月２日（予定） 

 

 

以 上 


